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＜論文の内容の要旨＞ 



































 まず、中国政府が 1980 年代に住宅改革を実施した背景として、それ以前の政府による機
械的に割り当てられた住宅では、十分な住宅スペースを保証できないことが挙げている。
しかしながら、住宅自体の不足、管理運営のまずさから深刻な問題をもたらし、政府によ
る住宅支給を終了させる 1998 年の住宅改革につながることを強調する。 
この改革では、開発業者による住宅の新建設が認められた結果、収入の支払い能力に応
じた借入等の措置が取られ、その結果都市部における持ち家比率は 1990 年の 55%から 2012
年には 88%に上昇している。他方、住宅供給は、所得上昇に伴う需要増加に追い付かず、住
宅価格の急上昇を招き、住宅費用が大部分の家計支出の中で最も大きな支出項目で標準的

































格弾力性の係数が必要となる。Malpezzi and Macrennan(2001), Mayo and Sheppard(1996)
にならい、需要の価格弾力性、所得弾力性について、それぞれ－0.5、1.0 の値を用いると、















(Land development model） を基本としている。これらの基本モデルから、住宅の供給水
準が人口規模、人口密度、都市開発領域、土地利用規制要因(土地供給、土地価格等)によ
って説明される回帰モデルを導出する。住宅供給としてのデータは、着工ベース、出来高
ベースのものが考えられるが、出来高ベースのものを用いる。標本期間は 2002 年から 2010
年で、35 の大中都市からなるパネルデータである。また、住宅供給はデータ上の制約から、
フローデータが用いられる。 







Fu et al.(2011)、Wang and Gao(2011)、Wang et al.(2012)の議論を踏襲して、中国の



























 従来の政府の土地政策に関する研究として、1973 年から 1997 年までの香港住宅市場デー







を被説明変数とするモデル分析を行う。先行研究 Mayer and Somerville(2000a)、
Maclaughin(2012) を踏襲し、住宅供給は住宅価格、建設費用、貸出利子率、政府による土
地供給、開発業者への貸出額に依存するという定式化を行う。使用するデータは、標本期































































本研究の主要な成果は、「立命館経済学」第 61 巻第 4号、Journal of Applied Economics 






本学位請求論文について 2013 年 12 月 24 日（火）14 時からアクロス第 2 研究会室で公
聴会を実施し、続いて 15 時 20 分からアクロス第 1 研究会室で口頭試問を行った。公聴会
において申請者は出席者の質問に対して十分な回答と説明を行い、本研究の意図、成果に
ついて参加者の理解は深まったものと評価できる。審査委員３名で行った口頭試問におい
ては、中国の金融制度事情、住宅供給の弾力性が低い理由、推定方法の妥当性などの質疑
が行われた。申請者は質問に対する回答を通じて、何が研究成果で何が今後の研究として
残された課題であるのかについて再確認することができた。 
なお、審査委員会は本学位論文申請者の業績、経歴や国内外学会での活動により、十分
な専門的知識と学識を有することを確認した。また本論文は英語で執筆されており、多く
の英語論文を参照・引用し内容を的確に理解したうえで利用しているなど、研究に必要な
英語能力を備えていることが認められる。 
以上によって審査委員会は申請者に対して本学位規程第 18条第１項に基づいて「博士（経
済学 立命館大学）」の学位を授与することが適当と判断する。 
